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2019年 5月 9日 

各 位 

会 社 名：株式会社 ＦＣホールディングス 
代表者名：代表取締役社長 福 島 宏 治 
（証券コード：６５４２ JASDAQ） 
問合せ先：事業管理室長 立 石 亮 祐 

（事務取扱責任者  石井康彦  TEL．092-412-8300） 

 

2019 年 6月期業績予想及び配当予想の修正 

並びに株式分割に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、最近の業績動向を踏まえ、2018 年 8 月 9 日に公表した 2019

年 6月期業績予想及び配当予想を修正すること、並びに株式分割について、下記のとおり決議いたしま

したのでお知らせいたします。 

記 
 

１．2019年 6月期連結業績予想数値の修正（2018年 7月 1日～2019年 6月 30日） 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に

帰属する当期

純利益 

1株当たり

当期純利益

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

7,000

百万円

550

百万円

550

百万円 

300 

円 銭

81.34

今回修正予想（Ｂ） 7,350 750 750 400 108.21

増減額（Ｂ－Ａ） 350 200 200 100 

増減率（％） 5.0 36.4 36.4 33.3 

（ご参考）前期実績 

（2018年 6月期） 
6,706 745 748 510 139.13

 （修正の理由） 
売上高は、当社グループが得意とする交通マネジメント分野や老朽対策分野、鉄道関連分野等の

堅調な業務受注もあり、前回予想と比較して 3 億 50 百万円の増収見込みとなり、営業利益、経常
利益、親会社株主に帰属する当期純利益についても、売上高の増加等により前回予想を上回る見通
しです。 

 
 （注）上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の

業績は、今後様々な要因によって異なる可能性があります。 
 

２．配当予想の修正 

 年間配当金 

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

前回予想 

(2018年 8月 9日発表) 
－ 0.00 － 20.00 20.00

今回修正予想 － 0.00 － 27.00 27.00

当期実績 － 0.00 －  

前期実績（2018年 6月期） － 0.00 － 25.00 25.00

（注）今回修正予想の期末配当の内訳 普通配当22円 00銭 70周年記念配当5円00銭 
 
（修正の理由） 

   株主の皆様に対する利益還元については、配当性向、配当利回りおよび長期金利の動向などを考
慮して、業績に応じて総合的に決定しています。この基本方針に基づき、普通配当は期末配当 20
円 00銭に2円 00銭を増配し、22円 00銭を実施する予定です。 

   更に、2019 年 3月 1日をもって創業 70周年を迎えたことから、記念配当5円 00銭を追加し、1
株当たり年間配当27円 00銭に修正いたします。 
なお、本件については、2019年 9月 26日開催予定の定時株主総会に提案する予定です。 
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３．株式分割について 

（１）株式分割の目的 

株式分割を行うことにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることで、投資家の

皆様がより投資しやすい環境を整え、流動性の向上及び投資家層の更なる拡大を図ることを目的

としています。 

（２） 株式分割の概要 

① 分割の方法 

2019年 6月 30日（日）（実質上、2019年 6月 28日（金））を基準日として、同日最終の株主

名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株につき 1.1 株の割合をもって分割いた

します。 

② 分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数 4,259,200株 

今回の分割により増加する株式数 425,920株 

株式分割後の発行済株式総数 4,685,120株 

株式分割後の発行可能株式総数 12,000,000株（増減なし） 

 

③ 分割の日程 

基準公告日 2019年 6月 14日（金） 

基準日 2019年 6月 30日（日） 

効力発生日 2019年 7月 1 日（月） 

 

（３） 資本金の額の変更 

今回の株式分割に際して、当社の資本金の額に変更はありません。 

（４）その他 

今回の株式分割は、2019年 7月 1日を効力発生日としておりますので、2019年 6月 30日を基 

準日とする2019 年 6月期の期末配当金並びに株主優待 (9 月中旬発送予定)は、株式分割前の株

式数が対象となります。 
 

以上  


